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研究の背景と目的

日本の研究開発 

榊原 (1995) 

日本の製品開発 

(Clark & Fujimoto, 1991) 
自動車業界  

(藤本 ･ 安本 2000) 

(川上 2005) 

開発された製品の市場での成功 

Edgett et al.(1992)の日英比較 

Song and Parry(1997)
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これらの課題(2006年当時)

継続調査 

総務省｢科学技術研究調査｣  

NISTEP｢民間企業の研究活動に関する調査｣ 

研究開発費､人員などに注目 

環境要因､能力要因などは測定されていない｡ 

時系列での比較､変化した点､しない点が不明 

調査内容の古さ 

近年(2006年当時)注目されている外部との関係についての
視点が欠けている｡
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本研究の特色

時系列でのデータの蓄積を目指す｡ 

2006年パイロット調査 

2007-10､2011-14､2015-18　科学研究費補助金基盤
研究（C） 

2019年度､2020年度　慶應義塾学事振興資金､特別研究費  

2021-24年度科学研究費補助金基盤研究（C） 

新しい?視点も導入 

オープン･イノベーション(Chesbrough 2004) 

ユーザー･イノベーション(von Hippel　1988,2005) 

共進化マーケティング(濱岡 2002,2004)
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二つの調査 

研究開発についての調査 

研究開発の現状 

研究開発における外部連携､オープン･イノベーション 

海外におけるR&D 

製品開発についての調査 

ユーザーによるイノベーションについて 

市場での成功 

それぞれ15設問､300項目程度を設定｡
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本報告の目的

研究開発に関する調査の結果を用いて 

研究開発の動向を把握 

オープン･イノベーションの成果の規定要因を分析
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調査項目

共通設問 

自社について 

業種 

組織文化､自社の強み/ケイパビリティ 

環境についての設問 

製品や市場の特徴 

研究開発調査 

オープン･イノベーション 

トピック的に1-2年間のみ 

ラディカルイノベーション 

破壊的イノベーション 

ビジネスエコシステム 

政府などからの補助 

新型コロナウイルスなど緊急事態への対応､影響
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調査対象･方法

郵送法 

調査対象 

上場メーカー 

研究開発 

研究開発センターのセンター長､開発部門の部長など 

非上場メーカー(2015-) 

同上 

(2007-2014年度は二つの調査を毎年実施) 

2015年度以降は､非上場メーカーを対象に加えてサンプルサイズを拡
大｡その代わりに2つの調査を隔年で交互に実施｡
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回答率など(本報告では研究開発･上場企業の集計
結果を紹介)
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2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年
2013

年
2014

年
2015年 2017年 2019年 2021年

追
加
,

変
更
項
目
な

変更無
し｡

変更無
し｡

変更無
し｡

変更無
し｡

収束妥当
性が低
い，平均
値が低い
20項目
を削除
(※)｡

変更無
し｡

破壊的
イノベ
ーショ
ンにつ
いての
設問を
追加｡

調査項目
は変更な

し｡ 
調査対象
に非上場
企業を追
加｡次回
から隔年

破壊的イ
ノベーシ
ョンを削
除｡政府･
自治体か
らの支援
について
の設問を

政府･自
治体から
の支援に
ついての
設問削
除｡ビジネ
スエコシ
ステムに

ビジネス
エコシステ
ムについ
ての設問
削除｡海外
R&Dの実
態，成果に
ついての

調
査
時
期

11月20
日-12月

20日

11月20
日-12月

20日

11月20
日-12月

23日

11月10
日-12月

10日

11月10
日-12月

10日

11月10
日-2013
年1月9日

11月
10日 
- 12
月20

日

11月
20日- 
12月
26日

11月16
日- 12月

25日

11月27
日- 12月

29日

11月29
日- 12月

27日

11月24
日- 

2022年
1月7日

発
送
数

450 419 485 434 451 448 488 524
907 

(429， 
478)

770 
(350， 
420)

707 
(331， 
376)

707 
(284， 
467)

不
到
達

-- -- 7 7 -- 6 5 12
10(4，

6)
-- 1(1,0) 3(2, 1)

回
答
者
数

122 132 127 134 136 109 125 118
247(92
，155)

204(同
89，
115)

167(79
，85)

202(74
，

128)※
※

回
答
率

27.1% 31.5% 26.5% 31.4% 30.2% 24.7% 25.9% 23.0%

27.5％ 
(21.6%
，

32.8%)

26.5％ 
(25.4%
，

27.3%)

23.7％ 
(23.9%
，

22.6%)

27.0％ 
(26.1%，
27.4%)

回答企業の業種分布例(2007,2012,2017)
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測定のための項目の開発

直接観測できない概念に関する仮説を設定した 

リッカート尺度(5段階)で主観的に回答してもらう｡1つの概念
に対して複数項目を設定 
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OI(外部技術獲得･
提供)窓口

他の企業からの技術的な提案を受け入れる制度が確立している｡
0.674外部に自社の技術を積極的に提供する制度が確立している｡

外部の技術の動向を積極的にスキャンしている｡

成果

Inbound 
OI

外部技術の導入によって､研究開発のスピードが向上した｡
0.872外部の技術を取り入れて革新的な製品ができるようになった｡

外部の技術を取り入れた製品が市場でも成功している｡

Outbou
nd OI

自社が他社に提供した技術によって革新的な製品ができるよう
になった｡ 0.784自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が市場でも成功し
ている｡

自社の特許などのライセンス収入が増加した
R&D 全
体

研究開発の効率は他社と比べて高い｡ 0.769
研究開発が製品化へと結びついている｡

分析の前提の確認

濱岡(2018a) 

日本企業におけるオープン･イノベーション：11年間の継続調
査より（1）方法論的検討. 研究･イノベーション学会第33回年
次学術大会, 東京大学. 

 2017年までの結果を用いて下記を確認 

無回答バイアスがないこと 

主観的データと客観的データに有意な相関があること 

主観的データで測定された因子が安定性していること 

天井効果はないこと
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各項目の線形トレンドの検出

曲線的な変化もあり得るが変化パターンについての仮説はないので､直
線トレンドの有無を検出 

線形トレンドモデル 

 

回答年度ダミー(ノンパラメトリック)モデル 

 

 :企業iの時期tにおけるzへの回答(5段階尺度) 

 :業種ダミー 

 :回答者の所属部署ダミー 

 :回答者の職位ダミー 

 :回答年 

 :回答年ダミー(2007年を基準) 

二つのモデルを推定､δが有意かつ､線形トレンドモデルの方が､ダミーモデルよ
りもあてはまりが良好(AICが小さい)な場合に､線形のトレンドがあると判定｡ 

選択式(0/1)の設問の場合､二項ロジットモデルで同様に｡

zit = α0 + ∑ αjgijt + ∑ βjdijt + ∑ γj pijt + δyearit

zit = α0 + ∑ αjgijt + ∑ βjdijt + ∑ γj pijt + ∑ ηjdyijt

zit
gijt

dijt

pijt

yearit
dyijt
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表1　トレンド検定の結果
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表1　トレンド検定の結果(続き)
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変化した項目から読み取れること(1/2)

研究開発の高度化 

「研究開発には多大な費用が必要である。」「研究から実用化までには長い時間が
かかる。」「その分野で大学での研究は極めて重要である。」は年と共に増加傾向に
ある。研究開発のコスト増､長期化にともない､外部資源としての大学の重要性が
増している。 

研究開発のインセンティブの変化 

「14. 売上などに連動した職務発明への報酬制度」が低下する一方で､「12. リ
サーチフェローなど研究者の地位優遇制度」が増加している。金銭よりも地位や仕
事で報いるという日本型の報酬システム[5]が見直されているのかもしれない。 

海外でのR&Dの自律化と成果向上 

海外でのR&Dを行っている企業は全体の2割程度であるが､｢中国｣｢台湾｣「東南
アジア」などでのR&D実施割合が増加している。海外R&Dについての詳細な設
問は2021年度は設定しなかったため､前回までのトレンドだが「拠点間で知識や
情報が共有されている。」のように拠点間での分担と連携が進み､「現地での新製
品開発」「研究開発」など海外での研究開発も活発する傾向にある。 

技術や品質の強化の一方での開発スピードの低下 

「他社と比べると顧客満足度は高い。」「他社と比べてシェアは高い。」など自社の
地位についての評価が上昇している。一方で､「技術環境が変化したとき､柔軟に
適応できる。」という､技術変化や製品の投入スピードへの評価が低下傾向にあ
る。
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変化した項目から読み取れること(1/2)

ユーザーへの評価､対応の低下 

｢対面でのユーザー間での交流が活発である｡｣「ユーザーからの新しい技術､
製品についての提案が多い。」への評価が低下しておりユーザーによる活動の
低下傾向が見られる｡これは「ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品
である。」「ユーザーが開発したり､カスタマイズするための情報やツールは簡
単に入手できる。」などユーザーによる開発が困難になっていることを反映し
ている可能性がある｡ 

研究開発のオープン化の停滞 

基礎研究､応用研究で｢4外部と連携して行っている｡｣が増加傾向にある他､
外部連携の相手として「10. 技術を持った企業をM&Aする。」｢(応用研究)5
外部の成果を購入､獲得する｡｣は､増加傾向にあり､日本企業でも技術を獲得
するためにM&Aが行われるようになってきたことがわかる。 
ただし､「4. 大学や研究機関への研究員の派遣」「10. 顧客､ユーザーを招い
た社内技術報告会／展覧会の開催」､さらに「研究者､技術者が営業担当者や
顧客と会うことがある。」など外部との交流活動が低下している。OIに関して
は､外部組織との協調､調整が重要だが｢外部の個人､組織との共同研究や委
託研究で問題が生じないように調整する能力が高い｡｣は低下トレンドがあり､
inbound OI成果に関する3項目の平均値は2.8程度と中立点の3を下回っ
たままでトレンド変化はなかった｡一方､inbound OI成果指標の一つである
｢自社の特許などのライセンス収入が増加した｣については低下トレンドが検
出された｡
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ここでの分析の背景と目的

研究の背景 

オープン･イノベーション  (Chesbrough 2003,2006)が注目
されているが､以下の限界がある｡ 

理論的枠組みの欠如｡  
定性的な調査が中心｡定量的研究も情報源に注目したものに限ら
れている｡ 

本研究の目的 

理論的枠組み､仮説の提案｡ 

定量的調査による仮説の検定｡ 

本研究の特徴 

２種類のOI(Chesbrough & Crowther､ 2006)に注目｡ 
外部の技術を導入するinboundオープン･イノベーション(以下

inbound OI) 

自社の技術を外部に提供するoutboundオープン･イノベー
ション(以下､outbound OI)  

これらの成果を規定する要因に注目 

濱岡(2018b)に3回分の調査を追加して分析｡
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仮説の設定

23

環境要因

関係要因

Inbound OI成果 R&D全体の成果

戦略要因 

能力･組織要因

OI(外部技術獲得･提供)窓口

Outbound OI成果

連携相手

R&D プロセス要因 

理論の枠組み

濱岡(2018b)

主要な変数と期待される符号(1/2)

企業の境界についての議論 

取引費用論(Coase 1937; Williamson 1975) 

(+/+)競争(Chrsbrough 2004) 

(+/+)市場(需要)変化(Chrsbrough 2004) 

(+/+)技術変化(Pisano, 1990) 

企業の資源･能力理論(Wernerfelt 1984; Langlois and 
Robertson 1995) 

(+/+)吸収能力 (Cohen and Levinthal 1990) 

(+/+)技術能力･技術資産 

(+/+)リスク志向 (Andrews and Smith 1996; Tidd et al. 
2001) 

信頼･社会的埋め込み理論 (Granovetter 1985) 

関係要因 

(+/+)企業への信頼 (Granovetter 1985; Clark and 
Fujimoto, 1991; Sako, 1998).  

二つの符号はinbound OI, Outbound OI成果との関
連

24



主要な変数と期待される符号(2/2)

戦略要因 

(+/+)オープン･イノベーションのための外部技術獲得･提供
窓口 

(+/+)(経営戦略-技術)戦略統合 (Iansiti, 1998 ;Song 
and Parry, 1997)) 

外部連携の相手 

国内の大学 

海外の大学　など 

コントロール変数 

産業ダミー 

マーケット･シェア 

従業員数

25

オープン･イノベーション関連への評価(成果はそれぞ
れ3項目､窓口は2項目の平均点)
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(再掲)測定のための項目の開発

直接観測できない概念に関する仮説を設定した 

リッカート尺度(5段階)で主観的に回答してもらう｡1つの概念
に対して複数項目を設定 

27

OI(外部技術獲得･
提供)窓口

他の企業からの技術的な提案を受け入れる制度が確立している｡
0.674外部に自社の技術を積極的に提供する制度が確立している｡

外部の技術の動向を積極的にスキャンしている｡

成果

Inbound 
OI

外部技術の導入によって､研究開発のスピードが向上した｡
0.872外部の技術を取り入れて革新的な製品ができるようになった｡

外部の技術を取り入れた製品が市場でも成功している｡

Outbou
nd OI

自社が他社に提供した技術によって革新的な製品ができるよう
になった｡ 0.784自社が提供した技術を取り入れた他社の製品が市場でも成功し
ている｡

自社の特許などのライセンス収入が増加した
R&D 全
体

研究開発の効率は他社と比べて高い｡ 0.769
研究開発が製品化へと結びついている｡

仮説の検定方法

概念は直接測定できない 

探索的､確認的因子分析による収束､弁別妥当性の確認 

各概念の測定項目の平均点を用いたパネルデータ分析による検
定 

3つの方程式 

Inbound OIの成果 

Outbound OIの成果 

R&D全体の成果 

それぞれ､固定効果モデル､ランダム効果モデルを推定 

ハウスマン=ワイズ検定によってモデル選択
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推定結果
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Inbound OI成果 Outbound OI成果 R&D成果
係数 t値　有意水準 変 係数 t値　有意水準 変 係数 t値　有意水準 変

切片 0.211 1.030 0.627 2.730 **
OI(外部技術獲得･提供)窓口 0.127 5.390 ** 0.181 6.870 ** 0.057 1.660 *

環境要
因

競争 0.067 2.540 ** 0.009 0.290 0.049 1.200
市場(需要)変化 0.027 1.350 ↓ -0.012 -0.540 0.024 0.730

技術変化 0.016 0.610 0.081 2.820 ** -0.035 -0.870
組織･
能力要
因

吸収能力 0.371 4.740 ** 0.060 2.000 ** 0.003 0.080
技術資源 0.072 2.680 ** ↑ 0.150 4.960 ** 0.143 3.330 **

リスク志向 0.077 3.440 ** -0.038 -1.520 0.036 1.040
関係要 信頼 0.069 1.980 ** -0.027 -0.690 0.042 0.810
戦略要 戦略統合 0.068 2.820 ** 0.014 0.500 0.220 6.410 **

提携相
手

1.　国内の大学 0.131 2.630 ** ↑ -0.070 -1.250 0.222 2.570 **
2.　海外の大学 0.019 0.460 0.063 1.390 0.014 0.200

3.　国公立の研究機関 0.008 0.230 -0.006 -0.150 0.049 0.850
4.　同業他社 0.005 0.140 0.073 1.750 * 0.077 1.370
5.　顧客 0.018 0.540 0.009 0.240 -0.031 -0.620

6.　供給業者 0.041 1.200 -0.043 -1.120 0.104 2.040 ** ↑
7.　子会社 0.061 1.760 * ↑ 0.126 3.300 ** 0.045 0.840
8.　親会社 0.013 0.230 -0.025 -0.380 0.104 0.970

9.　特許､ライセンスなどを購入
する

0.147 3.900 ** 0.041 0.980 0.012 0.230
10.　技術を持った企業をM&Aする 0.001 0.030 -0.048 -0.980 -0.016 -0.230

産業ダ
ミー

消費財 0.004 0.320 -0.022 -1.650 * -0.031 -1.350
1.食品 0.003 0.060 0.040 0.760 -0.087 -0.700

4.化学工業 0.016 0.420 0.017 0.400 0.102 1.140
5.医薬品 0.010 0.220 0.028 0.550 0.238 2.450 **
8.窯業 0.004 0.060 0.039 0.570 0.232 1.730 * ↓
11.機械 0.021 0.440 0.030 0.570 0.247 2.530 ** ↓

12.電気機器 0.030 0.640 0.032 0.590 -0.096 -0.890
14.自動車・自動車部 0.047 1.050 0.075 1.490 0.014 0.150

16.精密機器 0.040 0.780 -0.162 -2.830 ** ↑ 0.033 0.370
17.その他製造業 0.073 1.760 * 0.041 0.890 -0.090 -1.370 ↓
36.サービス業 0.062 0.640 0.161 1.490 0.002 0.010

マーケット･シェア 0.045 1.860 * -0.042 -1.520 0.123 2.820 **
Log(従業員数) 0.021 1.360 ↓ 0.018 1.000 -0.018 -0.180
InboundOI成果 0.218 7.060 ** 0.095 2.350 ** ↓

R&D 成果 0.060 2.160 **
R2 0.423 0.324 0.232

AdjR2 0.408 0.306 -0.400
Model ランダム効果モデル ランダム効果モデル 固定効果モデル

注) いずれもn = 527社､ 回答回数T = 1-9回､ サンプルサイズN = 1321のパネルデータ 
有意水準:***:1%水準で有意  **:5%水準で有意  *:10%水準で有意 
(前回からの)変化:↑(↓):2017年までのデータを用いた分析と比べて､係数の有意水準が高く(低く)なった項目｡ 

推定結果のまとめ(1/2)

オープン･イノベーションの中心ルート 

　｢OI窓口｣は｢Inbound OI成果｣｢Outbound OI成果｣に正で有意である｡
｢Inbound OI成果｣は｢R&D成果｣に正で有意であり､OIの成果を高めるために
は､OIのための外部技術探索･提供制度が重要であること､またOIがR&D全体の
成果も高めることがわかる｡ 

環境要因 

　｢(需要や技術を巡る)競争｣は｢Inbound OI成果｣に､｢技術変化｣は
｢Outbound OI成果｣に対して､それぞれ正で有意である｡Inbound OIは市場
の状況､Outbound OIは技術の状況によって影響されている｡なお､｢市場(需要)
変化｣については2017年までの分析では正で有意であったが､今回の分析では有
意とはならなかった｡需要変化についての項目はトレンド検定では有意とならな
かったが､ユーザー関連の項目は低下していたことを反映している可能性がある｡ 

能力･組織要因 

　｢吸収能力｣｢技術能力｣とも｢Inbound OI成果｣｢Outbound OI成果｣に対して
正で有意であり､能力が高いことがOI成果の改善に必要であることがわかる｡｢技
術能力｣は前回よりも有意水準が高くなっている｡トレンド検定では研究開発の高度
化が進んでいることが示された｡Inbound OIの成果を挙げるためにも高い技術
能力が重要化していると考えられる｡｢リスク志向｣は､｢Inbound OI成果｣に対し
て正で有意である｡新しい試みを行うには､一定のリスクをとる姿勢が重要となっ
ている｡ 

　様々な活動を企業の内部で行うか､市場を活用するかという｢企業の境界｣の規定
要因については､取引費用を重視する立場[10] [9]､企業の資源や能力を重視す
る立場[11, 12]がある｡ここでの結果は､これらの両者が重要であることを示して
いる｡ 30

仮説の設定
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環境要因

関係要因

Inbound OI成果 R&D全体の成果

戦略要因 

能力･組織要因

OI(外部技術獲得･提供)窓口

Outbound OI成果

連携相手

R&D プロセス要因 

理論の枠組み

濱岡(2018b)

推定結果のまとめ(1/2)

関係要因 

　Chesbrough [6, 7]のOIは､技術媒介企業の利用など､外部
知識の市場からの調達が強調されているように思われる｡｢(自社
への)信頼｣も｢inbound OI成果｣に正で有意となっている｡これ
は､社会的関係によって埋め込まれていることによって､市場によ
る自由な取引で生じうる機会主義的な行動が抑制され､取引がよ
り長期的･効率的に行えるという論点[13]を支持するものであ
る｡ 

共同研究の相手 

　｢Inbound OI成果｣については､｢国内の大学｣といった共同研
究だけでなく､｢特許､ライセンス購入｣といった市場での調達も正
で有意な影響を与えている｡｢国内の大学｣については有意水準が
高くなった｡ 

　｢Outbound OI成果｣については､｢同業他社｣だけでなく､｢子
会社｣が正で有意となっている｡後者に関しては､オープンという
よりは｢半オープン･イノベーション(semi-OI)｣な関係であるとい
えよう[18]｡なお､子会社については､今回はinboud OIについ
ても有意となった｡トレンド検定では外部との協調などへの評価が
低下していた｡子会社とのsemi-OIがそれへの対策なのかも知れ
ない｡ 32



まとめ

理論的検討 

Inbound OI,Outbound OI成果の規定要因についての理論的枠組み
を提案｡下記を含んだモデルを開発｡ 

取引費用論 

ケイパビリティ論 

信頼･社会的埋め込み論 

実証 

日本の上場メーカーへのアンケートを実施｡ 

2017年までのデータを用いた分析と比較｡差異も検討｡ 

Inbound OI成果への評価と比べて､自社のOI窓口の整備､
Outbound OI成果への評価は低い｡ 

OIのための制度の重要性 

Inbound OIの成果はR&D全体のパフォーマンスを高める｡  

Chesbrough (2004)は外部要因の変化､市場からの技術の調達と
いった取引費用に注目してOIを提案したと考えられるが､自社の組織
要因(能力)､さらに関係要因(信頼)も重要である｡ 

今後の課題 

さらなるデータの蓄積｡ 

同時方程式として推定 

要因間の関係についての仮説設定｡
33
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